
ビジョン
お客様の「ソリューションパートナー」として
深く市場環境・事業に精通し、高島ならではの
多様な機能・ネットワークを継続的に創り出し、

掛け合わせることでサステナ社会の構築に貢献する。

企業理念

高島グループに従事するすべての者は、「自主・自発・自責」を行動基準とする。
常に向上を目指して自己研鑽と創意工夫を心掛け、

チャレンジ精神とプラス発想でものごとを前向きにとらえて、自責で行動する。

「自主」：自らが中心人物となって事にあたる姿勢
「自発」：努力を惜しまず、苦難を恐れず、自分から進んで事にあたる姿勢
「自責」：他人のせいにしたり、環境のせいにしたりせず、自分の事として問題に取り組み、

周りを変えようとするのではなく、自分が変わることで問題を解決していく姿勢
「協働」：同じ目的に向かって社内外問わず力を合わせて事にあたる姿勢

行動基準「自主・自発・自責　  協働」
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 「事業を通じて社会に貢献する」
高島グループは、オリジナルな発想を活かし、
高島グループならではの方法で社会にアプローチし、
積極的に世の中に役立っていきたい。
そして、世の中に役立つことにより、その結果として
高島グループも発展する・・・そんな企業グループでありたい。

企業理念

企業使命

 「誠実一筋」
高島グループに従事するすべての者は、
誠意をもって約束を守り、明るく素直で、また謙虚で、
感謝の念を忘れず、法令遵守はもとより、規律を守り、
正しいマナーを身につけることにより、
信用と信頼を蓄積していく。

経営姿勢

「真の事業家たらんとする者は、
常に社会奉仕の理念を忘れず、
明るく正しい道を踏み外さないように
行動すべきである」

高島幸太吉創業者
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1,200人

従業員数

100億円

戦略的投資枠

自己資本比率

40.6％
建築関係

国家資格保有者

148名

営業拠点

64拠点

国内外グループ会社

27社

高島グループの価値創造

At a glance

高島の
今を支える

未来へ
挑む

13.9％
海外売上高比率

21.0億円
営業利益

12.2億円
当期純利益

5.2％
ROE

125.4％
配当性向

大型・非住宅建築物、
住宅建築物向けに壁材、
基礎杭工法、断熱材、
太陽光パネル関連資材、
インテリアなど、建
設・建装にかかわる
様々な商材を取り扱っ
ています。

584億円

建材事業

 179億円
祖業である繊維資材に加え、樹
脂資材・機能資材など多種多様
な商材を取り扱っています。

産業資材事業

 142億円
電子部品を調達・供給
する「デバイス分野」と、
自社工場等で家電など
の基板実装を行う製造
受託の「アセンブリ分
野」を展開しています。

電子・
デバイス事業

906億円

売上高

財務データ

（注）数値は特に注釈がない場合、2025年度実績

2026年度～2028年度3年間の合計
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進化適合の流儀で社会の要請に応えながら事業フィールドを変革

（年度)

1949
東京証券取引所上場
高島株式会社に改称

1993〜
海外での事業を開始
TAK（HONG KONG）

2009〜
サステナビリティを基本方針に掲げた
中期経営計画をスタート

1995〜
太陽光発電
営業推進室を新設

1960〜
繊維専門商社からの
脱却を目指す

1915（創業） 20201950 1960

　創業当初の「繊維専門商社」の姿から、時代の変遷にあわせ「脱繊維」「多角的専門商社」「サステナの先
進商社」として進化してきました。世の中の「進化」に自らを適合させるという行動変容、これが当社グルー
プの強みである「進化適合」です。今後は、当社グループの長年の歴史の積み重ねによる事業基盤や人財の
多様性と、外部環境変化に対応する力を活かし、さらなる成長を目指していきます。

売上高の歩み

社会背景・社会のニーズ

2010

1915（創業） 1970〜

1995〜
2020〜

1950〜

繊維資材 繊維資材

繊維資材
電子・

デバイス電子・
デバイス

電子・
デバイス

建材

繊維資材

繊維専門商社 脱繊維・多角化 サステナの先進商社

物流資材

建材

物流資材

産業資材

物流資材
繊維資材

太陽光

物流資材

太陽光

建材

建材

バブル景気と崩壊 環境問題への関心の高まり高度経済成長期

高島グループの価値創造

沿革

高島のあゆみ

近代化と戦後復興期 ITバブルと崩壊
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CEO・COOによる
新経営体制で
持続的成長企業への
転換を加速

高島 幸一
代表取締役会長CEO

　当社は2026年6月の株主総会・取締役会を経て、山本社
長と私による新経営体制に移行しました。当社が目指す「堅
実経営」から「持続的成長企業」への転換の準備が整いま
したので、CEO・COOによる経営体制で役割分担をしな
がら、持続的成長企業への転換を軌道に乗せ、さらなる加
速を目指してまいります。
　「堅実経営」から「持続的成長企業」へのシフトは、
2025年に創業110周年を迎えた当社の歴史の中で重要な転
換点であり、ここに至る成長にはいくつかのポイントがあ
ります。「事業を通じて社会に貢献する」企業使命や「誠実
一筋」のDNAは変えず、常に時代の変化を捉え、自らを革
新し続ける「進化適合」を成し遂げてきた一方、事業は時
代に合わせて変革していくことで成長してきました。
　しかし、私が社長に就任した2004年、当社は持続的成長
が見えない厳しい状況でした。次の50年、100年も成長で
きる会社にすることが第一のテーマになり、当時はまだ一

求心力と遠心力を働かせる新経営体制がスタート

般的ではなかった「サステナビリティ」「持続的成長」とい
う言葉を社内に発信し、先進商社になる目標を打ち出しま
した。企業使命の前提である「オリジナルな発想を活かし、
高島グループならではの方法で社会にアプローチし、事業
を通じて社会に貢献する」という存在価値を明確にしたかっ
たのです。
　そのために、例えば、「攻めの型」「守りの型」「育成の型」
という３つの型を示しました。「攻めの型」は当社ならでは
の機能、ソリューションの創出です。「守りの型」は業務の
属人化を解消して、組織を継続させること。それぞれの部
署で共同管理・運営する仕組みをつくることで業務の平準
化と効率化が進みました。「育成の型」は現場のユニットか
ら各事業のトップに至るまで、自分の後継者を育てること
が最も重要な仕事であるという考えの浸透です。
　こうした様々な取り組みによりサステナビリティ領域に
おける先進商社を目指してきましたが、成長を加速させる
起点になったのが、東京証券取引所プライム市場の上場維
持基準適合に向けた挑戦です。これを経営の最優先課題に
位置づけ、前中期経営計画「サステナV（バリュー）」では
「堅実経営から持続的成長へのシフト」を掲げ、戦略的取り
組みを積極的に実行しました。
　この取り組みの中で特に重視したのが、M&Aを含む事業
投資と人財投資です。事業投資では既存事業の成長に注力
しつつ、事業を飛躍させるM&Aをスピード感のある意思決
定で実行してきました。また、成長を支える人財の採用と
育成、稼ぐ人財への育成は、持続的成長を実現していくた
めの最重要経営課題として認識しており、人財への戦略投
資を積極的に行っています。
　これらの取り組みにより、M&Aで加わった会社も含めて
グループ全体の社員数が急速に増加しました。新たなグルー
プ会社や人財に対して当社が培ってきたDNAを浸透させる

高島グループの価値創造

トップメッセージ 代表取締役会長CEO
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高島グループの価値創造

トップメッセージ 代表取締役会長CEO

求心力を働かせていくことが重要です。また、成長を拡大
していく遠心力も働かせていかなければなりません。求心
力と遠心力の両方を働かせて会社を前に進めていくのが今
回の新経営体制です。
　私は創業家ということもあり、過去22年間の経営経験か
ら会社にとって非常に重要なDNAは誰よりもよく分かって
いるつもりです。企業理念や企業使命といった求心力を働
かせることについては、自ら前に出て積極的に理念浸透を
図っていくことが私の役割です。また、対外的な「顔」と
しての役割も重視しており、IR等の活動も私が前面に出て
いきたいと思っています。
　もう一つの遠心力を働かせる部分については山本新社長
に期待しています。グループ全体で、どうやって遠心力を
働かせるか。新規事業の開発、新規顧客の開拓など、これ
らをスピーディーに実行していく必要があります。これか
らの変化は現場起点で起きます。現場の課題や可能性を遠
心力につなげていくことが重要であり、私より現場に近い
立場にいた人間がCOOになることによって、スピーディー
に事業改革、組織改革、人財開発を進めてもらいたいと思っ
ています。

　また、新経営体制にはもう一つ大きな意味があります。
50年、100年、その先まで続く企業を目指すならば、持続
的に後継者を輩出できる体制が必要です。指名委員会で10
年近い時間をかけて後継者プログラムの議論を尽くしてき
ましたが、今回の新経営体制によりその体制が徐々に整い
つつあり、一歩前に進んだことを示せたのは大きな成果だ
と捉えています。私が社長であったこともあり「創業家以
外から社長になれるの？」と思っていた社員も「社長にな
れるんだ」と実感し、経営者を目指す社員が増えることを
期待しています。

不変の哲学「サステナビリティ」で
持続的成長企業への飛躍を果たす

　高島グループは、私が社長に就任した2004年から「サス
テナビリティ」を経営と事業成長の軸に据え、社会ニーズ
に対応する事業を開拓し、その中で存在価値を出し続けて
きました。サステナビリティには環境面の意味もありますが、
私は企業や人が存続していくうえでの哲学だと考えていま
す。「持続可能な会社・個人にとって持続可能な成長とは何
か」を22年前に考えたとき「サステナの先進商社になろう」
というテーマが浮かびました。サステナブルな領域で事業
を展開すれば、その事業自体もサステナブルになるだろう。
その中で存在価値を出せば、企業使命にも合致するだろう。
この考えはこれからも不変であり、当社グループは「サス
テナの先進商社」として「持続的成長企業」への道を邁進
していきます。
　「堅実経営」から「持続的成長企業」への転換を図る多岐
にわたる戦略的取り組みにより、当社の「稼ぐ力」は着実
に成長しています。EBITDAは5年連続で拡大し、売上総利
益・売上総利益率も向上し続けています。人財戦略におい
ても、従業員一人ひとりが「自身が自身の経営者」として

キャリアをプランニングし、社会に高い価値を提供し続け
る「キャリア型人財」の考え方が浸透しはじめています。
この考え方がグループ全社に浸透し、実践する社員が増え
ていけば、事業を推進するリーダーや後継経営者が持続的
に輩出できると期待しています。
　こうした成長の芽が出はじめる中、成長を軌道に乗せる3
年間と位置づけた中期経営計画2028「サステナ ＋スパイ
ラル（サステナ ポジティブスパイラル）」を策定しました。
これまで実行してきた戦略的取り組みによる利益貢献を進
め、投資リターンが次の投資を生む「持続的好循環（サス
テナ ＋スパイラル）」を創出していきます。持続的好循環
を創出する3つの基本方針として、①資本コストと企業価値
を意識した経営の推進、②投資の好循環の創出、③稼ぐ人
財の持続的輩出を掲げ、「省力化」「省資源化」「再エネ化」
の3つの戦略テーマに焦点を絞り、資源投入などを迅速に実
行して持続的好循環を実現していきます。

持続的好循環を創出し
事業を通じて社会に貢献

　創業者の高島幸太吉には「上場することを信用力の基礎
に置きたい」という強い思いがあり、当社は1949年の東京
証券取引所の開設から上場を果たしてきました。これは当
社の経営姿勢の重要なポイントであり、ステークホルダー
の皆様に向き合い、そのご期待に応え、事業を通じて社会
の持続的成長に貢献していくことが当社グループの使命で
あると考えてきました。
　当社グループはサステナ社会に貢献するサステナの先進
商社として、持続的成長企業への飛躍を果たしてまいりま
す。株主の皆様をはじめとするステークホルダーの皆様に
は、今後も変わらぬご支援とご理解を賜りますようお願い
申し上げます。

5価値創造を支える取り組み データセクション中長期戦略・財務戦略・資本戦略 価値創造への取り組み高島株式会社 INTEGRATED REPORT 2026 高島グループの価値創造



持続的好循環で成長を軌道に乗せ、新中期経営計画
「サステナ ＋スパイラル（サステナ ポジティブスパイラル）」が始動

――投資を「好循環」に変え、確実な成長軌道へ。

　2026年6月23日の株主総会・取締役会を経て、社長に就
任した山本です。これまでは建材事業本部の事業本部長と
して、広く当社の建材事業に関わってきました。建材事業
では2015年の杭偽装問題に端を発した建設業法の厳格化に
伴い、多くの建材販社が工事から撤退する中、当社は本格
的に工事請負に舵を切りました。取引先がその必要性を感
じながらも導入のハードルが高い機能を提供することで、
お客様にとって高い付加価値の創出を目指すのが、当社と
しての戦略の要と考えています。実質的な施工機能を建材
部門の中心に据え、その周囲での加工や物流も当社が提供
する機能として捉え、事業本部の強化を進めました。この
機能強化が近年のM&Aにつながり、建材事業本部としての
収益基盤が形成されつつあると考えています。
　今回、建材事業本部長から社長に就任したわけですが、
グループ全体の経営トップとして果たすべき役割は、まさ
にグループ経営としてのシナジーの最大化であり、経営資
源の最適化を進め、事業の持続的成長を牽引することに尽
きると考えています。 再現性のある稼ぐ力をつけることで
あり、それは機能商社になりきることだと思っています。

これまでの経営を引き継ぎ
機能商社として一大飛躍へ

機能商社とは、単なる中間流通市場の担い手にとどまらず、
ターゲット市場においてお客様が必要な機能・ソリューショ
ンを提供することで、高い付加価値を提供し、結果的に高
い収益性を確保する高島独自のビジネスモデルです。
　私は建材事業本部の責任者のときから、取締役として高
島会長と共にサステナブル経営や機能強化、稼ぐ人財の輩
出などに取り組んできました。新社長としてこれまでの経
営を引き継ぎ、持続的好循環を創出して、機能商社として一
大飛躍するステージに高島グループを牽引してまいります。

サステナＶの目標は未達成も
稼ぐ力は進展

　2025年度の業績は、株式会社DG Takashimaに関連す
る損失計上等の影響があり、減収減益となりました。
EBITDAは5年連続で拡大しており、前期比7.2％増の40億
円に達し、本業の稼ぐ力は引き続き進展しました。セグメ
ント別の業績では、建材と電子・デバイスが減収減益とい
う残念な結果になりましたが、産業資材は利益率の改善な
どで増益となりました。2025年度は当社の持続的成長への
転換に向けて種を蒔く期間として位置づけた、前中期経営
計画「サステナＶ（バリュー）」（以下、前中計）の最終年度

山本 明
代表取締役社長COO

高島グループの価値創造

トップメッセージ 代表取締役社長COO
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でもあり、売上高1,100億円、営業利益26億円、当期純利
益19億円、ROE8％以上、ROIC6％以上を目標に掲げてい
ましたが、結果として未達成となりました。これは、本業利
益の伸び悩みや、投資に対するリターンが追いつかなかっ
たことが主な要因であると認識しています。
　前中計では、機能強化を進めるために毎年のようにM&A
を実行したほか、産業資材事業本部は高島インダストリー
ズ株式会社をヘッドクォーターとして独立させるとともに、
建材事業本部の組織改編を行うなどの取り組みを急速に進
めた結果、内部体制の構築や投資モニタリングの整備が追
いつかず、脆弱な部分を露呈させることになりました。し
かし、こうした挑戦を躊躇していては成長を遂げることは
できません。スピード感のある実行に伴う課題を克服しな
がら挑戦を続けていきたいと考えています。
　M&Aでグループに加わった4社は、それぞれに個性があ
り、一定の成果を上げていますが、会計上はのれんの償却
費が利益を圧迫している状況もあり、グループ決算におけ
る利益の貢献という意味では、まだ大きな成果が出たとは
いえない状況です。この3年間でM&Aを実行した４社と、
それ以前にグループ化したハイランド、タクセル、レスト
を含めた７社が持つ機能と、高島本体の事業部門がそれぞ
れの機能をどのように取り込んで、どのように発展させて
いくのかが課題であると捉えています。しかしながら、各
社が提供する機能にはキャパシティという限界があります
から、そこを見極めながら伸長させていくことが不可欠だ
と考えています。

求心力と遠心力で好循環を創出する
新中期経営計画2028

　2026年度を初年度とする、3年間の新中期経営計画
2028「サステナ ＋スパイラル（サステナ ポジティブスパ

イラル）」（以下、新中計）は、これまで実行した戦略的取
り組みによる利益貢献を進め、投資によるリターンが次の
投資を生む「持続的好循環（サステナ ＋スパイラル）」を創
出することで、機能商社としての一大飛躍に向けた成長を
軌道に乗せるために策定しました。拡大したグループ会社
全体に当社のDNAを浸透させる求心力。事業投資で出はじ
めた芽を伸ばしていく遠心力。ポジティブスパイラルの求
心力と遠心力で「事業を通じて社会に貢献する」力をより
強固なものにし、お客様のソリューションパートナーとし
てサステナ社会の構築に貢献していきます。
　また、前中計を含むこれまでの中期経営計画の前提とし
て、当社はビジネスの質を大きく転換しようとしており、
従来の量を追求するビジネスモデルは、もう通用しないと
考えています。量を売らずに利益を得る「機能商社型」ビ
ジネスモデルは、当社が一貫して目指してきたサステナ社
会の構築に貢献するビジネスであると改めて確信し、ビジ
ネスの質の転換を進めています。このビジネスの質の転換
は当社が常に追求してきたテーマであり、中期経営計画を
はじめとする当社の戦略のベースを構成する重要な要素の
一つになっています。
　新中計では、持続的好循環を創出する3つの基本方針と
して、①資本コストと企業価値を意識した経営の推進、②
投資の好循環の創出、③稼ぐ人財の持続的輩出を掲げてい
ます。当社における「資本コストと企業価値を意識した経
営の推進」の要点は、事業推進の軸足を商品軸からマーケッ
ト軸に変えていくことです。事業ポートフォリオの変革は、
マーケットの社会課題と向き合う形で柔軟に変化させてい
きます。商品軸でポートフォリオを組み、戦略を立ててい
た従来の事業の進め方を、エンドユーザーを意識しながら
マーケットに向き合う形に変えていくことが、結果的に資
本コストと企業価値を高めることになると考えています。

　「投資の好循環の創出」は、機能強化の問題であり、キャ
パシティとの戦いです。出来上がった商品の「量」を売る
ビジネスでは、10個売るのも100個売るのもその手間は大
きくは変わりません。企画や設計、加工や施工、物流といっ
たプロセスを組み上げて商品やサービスにする機能には、
キャパシティという課題があります。投資の好循環を実現
していくには、このキャパシティを上げていくことが不可
欠です。グループシナジーの拡大やM&Aを含む100億円規
模の戦略投資の継続で、機能のキャパシティを増やし、機
能の領域を拡張し、機能のエリアを拡大していきます。
　「稼ぐ人財の持続的輩出」は商社にとって最重要のテーマ
です。商社にとって最大の財産は人であり、最大のコスト
も人です。一人ひとりの生産性の向上が業績に直結するの
が商社の構造です。重要なのはスーパーセールスマンの育
成ではなく、稼ぐことができる人財の持続的輩出です。稼

持続的好循環を創出し
成長を軌道に乗せる

（サステナ +スパイラル）
サステナポジティブスパイラル

トップメッセージ 代表取締役社長COO
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げる戦略と稼げる組織のもとで、勝ち筋に沿って稼げる人
財が持続的に輩出される体制を整える。その上で、一人ひ
とりが勝つための戦略テーマを十分に咀嚼し、腹落ちさせ
る。そして、結果の出る努力をさせることができたかどう
かが、稼ぐ人財の持続的輩出につながると考えています。
　新中計では、この稼ぐ人財がビジネスで勝ち進んでいく
ための戦略テーマを3つ定めました。前中計で定めた戦略
テーマである「省力化」「省エネ化」から、「省力化」「省資
源化」「再エネ化」の3つの戦略テーマに進化させ、機能強
化による現場力の向上を掛け合わせることで、社会課題へ
の適合とサステナ社会の構築をさらに推し進めていきます。
「省力化」は耐火・耐震等に優れた高機能建材、省力化工法、
カスタム物流資材、電子基板実装・アセンブリ、「省資源化」
は断熱材、リサイクル資材、省エネデバイス、「再エネ化」
は太陽光パネル、蓄電システム、EV関連商材に注力し、そ
れぞれの事業化を目指していきます。

機動力に磨きをかけ
企業価値を向上

　「高島の独自のポジション、強みは何か」という質問をい
ただくことがあります。3つの事業本部が向き合う業界が異
なるため、総合的な強みを説明することは難しいのですが、
いずれの事業本部においても機能商社としての機動力があ
り、決断と実行の速さは高島の強みであると思っています。
長い歴史の中で構築されたネットワークや信用力という強
みを背景に持っていますが、歴史は時として機動力を阻害
しかねません。その点、当社は長い歴史を持ちながらも、
動きの速さには自信があり、「老舗商社なのに、これだけの
速さで決断できるのか」とよく言われます。これは事業の現
場と経営の判断までのレスポンスの速さにあり、ここ数年で
毎年のようにM&Aを実行できたのも、当社の機動力による

ものです。迅速なM&Aに象徴されるように、成長エンジン
にエネルギーを入れ込むスピードの速さは、変化に即応して
いくための最大の強みであると捉えています。
　その一方で、この機動力には「考えながら走る」といっ
た一面もあり、当然リスクをはらんでいることは認識して
います。成長の機会、可能性を優先させる姿勢は変えませ
んが、投資モニタリングの精度などを高めながら、今後も
機動力に磨きをかけていきます。
　企業価値向上につきましては、営業利益率の向上、資本
効率・ROEの改善、安定的かつ機動的な株主還元が財務面
の課題であると捉えています。非財務面では、稼ぐ人財を
輩出する体制やエンゲージメントの強化などの人的資本投
資、ブランド強化、AI・DXによる業務の効率化が課題です。
これまでの取り組みで成果が見られる部分もありますが、
企業価値向上に向けてさらに注力していきます。
　企業価値は、ステークホルダーやマーケットが判断する
ものであり、当社が掲げる「機能」もエンドユーザーやマー
ケットがその価値を認めてくれなければ、提供する意味は
ありません。しかも、この価値というものは普遍的なもの
ではなく、刻一刻と変化し続けています。プロダクトアウ
トではなくマーケットインの発想でマーケットに目線を合
わせ、マーケットが求める価値を汲み取る感度を現場から
経営に至るまで磨いていきたいと思っています。

持続的成長を軌道に乗せる
投資の回収と再投資を着実に実行

　「堅実経営から持続的成長へのシフト」を掲げた前中計は、
成長の種を蒔き、これを育てるフェーズでした。新中計は、
これまで投資したものを回収し、次の再投資につなげる持
続的好循環を創出するフェーズです。新社長である私に渡
されたバトンは、この投資の回収と再投資を着実に進める

ことです。投資した事業とその機能のキャパシティを伸ば
し、再投資を可能にする充分な回収を実現して再投資して
いくことで、持続的成長を軌道に乗せることができます。
　当社は、2004年に当時の高島社長が経営を引き継いだこ
ろの、連続で赤字を計上するような厳しい状況から、2010
年代は安定的に利益が出るフェーズに進み、それ以降は成
長に向けた投資が可能なフェーズに入りました。現在は、
投資を回収して再投資するという持続的成長に向けた
フェーズに入っており、新中計を着実に達成していくことで、
2030年の機能商社としての一大飛躍を実現することができ
ると確信しています。
　これからも高島グループは機能商社であることに磨きを
かけ、事業を通じてサステナ社会の実現に貢献してまいり
ます。株主の皆様をはじめとするステークホルダーの皆様
には、今後も変わらぬご支援とご理解を賜りますようお願
い申し上げます。

トップメッセージ 代表取締役社長COO
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　高島グループは進化適合の流儀のもと、お客様との協創により事業を展開、真に必要な機能・ソリューションを提供す
る機能商社として、価値創造を続けています。中期経営計画2028「サステナ +スパイラル」のもと、マテリアリティを重
視した経営により新たな価値創造を追求していきます。

高島グループの価値創造

価値創造プロセス
お客様の「ソリューションパートナー」として

サステナ社会の構築に貢献する

企業理念 企業使命 「事業を通じて社会に貢献する」　経営姿勢 「誠実一筋」

コーポレート・ガバナンス

Vision

中
期
経
営
計
画

P.15

マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ

P.32

サステナビリティ
経営の必要性

カーボン
ニュートラルの

実現

エネルギー
セキュリティの

強化

人手不足の
深刻化

資源・燃料
価格高騰

GXの潮流

気候変動

社会課題

経済価値
（2028年度目標）

売上高…………… 1,100億円
営業利益… …………… 30億円
当期純利益…………… 20億円
ROE… …………………… 8％以上

環境価値
2050年の
カーボンニュートラルの実現

社会・顧客価値

◦�新たな機能・ソリューション
の提供によるサプライチェー
ンの最適化

◦�持続可能な社会の実現に向…
けて、住宅や建物のエネル
ギー活用へのトータルソリュー
ションの提供

OutcomeOutput

◦�非住宅資材
◦�住宅資材
◦�再生可能エネルギー資材

建材

◦�樹脂関連資材
◦�繊維関連資材

産業資材

◦�デバイス
◦�アセンブリ

電子・デバイス
設計
事務所

機能

「機能商社」型ビジネスモデル
お客様のニーズをくみ取り、真に必要な機能を提供することで、
高付加価値を創出するビジネスモデル

加工先原材料
メーカー

物流会社
など

施工会社
などユーザー

Business Model
P.11

設計 施工

物流加工・組立

折込

Input
P.10

財務資本

製造資本

知的資本

社会資本

自然資本

人的資本
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活用する資本
　当社グループは『事業を通じて社会に貢献する』という
企業使命のもと進化適合の精神で、社会の変化やニーズを
捉え、オリジナルな発想でユニークな価値を提供するため
に変化を続け、社会課題の解決に貢献することで成長して
きました。
　創業から100年を超える歩みの中で、今日の当社グルー
プの強みの源泉となる様々な資本を積み上げてきました。
これらの資本の強みを掛け合わせる統合的な経営を推進し、
長期を見据えて戦略的に事業を推進することにより、さら
なる価値の創造を追求し、持続的な成長を目指します。

※連結子会社と持分法適用会社を含んでいます。

資本コストを意識し、中計で定めている
ROE8％以上の達成課 題

M&A実行等の戦略的投資、事業ポートフォ
リオの見直しによる、収益性の向上対応策

※�監理技術者、施工管理技
士、建築士、電気工事士、
電気主任技術者数の合計

使用する電子機器の増加、営業活動の増加
に伴い電力使用量が増加傾向にある課 題

省電力電子機器への入れ替えや、不要な電
子機器の削減のほか、節電の呼びかけの継
続的な実施

対応策

成長を支える人財の採用を強化し、能力を発
揮していくための環境の整備課 題

当社の求める人物像を示した上で、環境整
備を行い、成長するための機会を提供対応策

2025年度

148名

2024年4月に始まった建設業界への時間外
労働の上限規制（2024年問題）への適応課 題

中途採用の実施のほか、当社内での職種転
換を含めて、会社としての体制強化対応策

製造資本

※�2022年度は、前々中期経営計画サステナX（クロス）の最終年度であり、2023年度からの前中期経営計画サステナV（バリュー）において戦略投資を伴う持続的成長企業へ転換した前年度であ
るため、2022年度との比較としています。

財務資本

2025年度

90,642
百万円

2022年度

79,683
百万円

売上高
2025年度

23,169
百万円

2022年度

19,539
百万円

純資産

2025年度

3,858,435
kWh

2022年度

247,632
kWh

エネルギー使用量

2025年度

220人
2022年度

249人

従業員数
2025年度

1,200人
2022年度

1,010人

連結従業員数

建設関係国家資格保有者数

2025年度

21社
2022年度

11社

国内グループ会社
2025年度

6社
2022年度

7社

海外グループ会社

2025年度

64拠点

2022年度

46拠点

営業拠点数

当社は、機能商社として施工機能を提供しており、建設
現場において高い品質と安全性を確保・提供するため、
建築士、各種施工管理技士、電気工事士等、幅広い建
設関係の有資格者を擁しています。当社では、有資格者
を育成・確保し、貴重な人的資本として活用しています。

当社グループは、エネルギー使用量を自然資本として
捉え、持続可能な経営を追求しています。当社グルー
プでは、環境への負荷を最小限に抑えるために、エネ
ルギー使用量の測定を順次実施すると共に、エネル
ギー使用量の軽減に向けた取り組みを加速しています。

当社グループでは、日本をはじめアジア各国に営業拠点を擁しております。
当社グループの営業拠点では、地域ごとのサプライヤーや協力会社との連携を通じて、
地域内の産業の発展を支援し地域社会の活性化に貢献しています。

知的資本

人的資本

社会資本

自然資本

２
０
３
０
年
の
一
大
飛
躍
へ

収益性の
向上

社会資本 製造資本
お客様の悩みを一気通貫で
対応する課題解決力

財務資本
幅広い業界の
ニーズに応える
提案力

自然資本
サステナの先進商社として

高島ならではのソリューションを提供

機能商社として
求められる知識ノウハウ

知的資本

稼ぐ人財の
持

続
的

輩
出

人

財への投資

人的資本

資 本 の 関 係 性

10価値創造を支える取り組み データセクション中長期戦略・財務戦略・資本戦略 価値創造への取り組み高島株式会社 INTEGRATED REPORT 2026 高島グループの価値創造



高島が、材料販売を中心に、トータルコーディネート・一括提供

高島の提供する機能

３つの事業セグメント

設計 折込 加工 材料販売 物流 施工管理 施工

施工
会社

物流
会社

原材料
メーカー

パートナー
企業

　当社グループの「機能商社」型ビジネスモデルとは、過度に広範な市場展開を追求するのではなく、ターゲット市場における顧客価値の追求を重視します。
　お客様のニーズを汲み取り、お客様にとって真に必要な機能・ソリューションを提供することで高付加価値を創出し、結果として高い収益性を得る商社です。

産業資材 電子・デバイス建材

高島グループの価値創造

ビジネスモデル（機能商社について）

　当社グループの事業領域は多岐にわたり、単なる材料販売にと
どまらず、設計や施工、加工、物流など、川上から川下までを網
羅する多様な機能を備えています。これらを担うグループ会社や
協力企業とのアライアンスを活かし、各種機能を自由に組み合わ
せて一括（ワンストップ）で提供。お客様が抱える複雑な事業課
題に対し、高島ならではの最適なソリューションと高付加価値を
創出しています。

多様な機能を掛け合わせた
ソリューション提案力

強み 01
　創業から100年以上、当社は祖業である産業資材事業をはじめ、建
材事業で約50年、電子・デバイス事業で約30年と、時代のニーズに
応じた事業展開を重ねてきました。時代や市場の変化に先駆けて自ら
を変革し、各専門領域で深い知見とノウハウを蓄積。それらを強みと
して独自のプレゼンスを確立し、多様な産業の発展を支えてきた実績
を誇ります。この長年にわたり積み重ねた取引先との強固な信頼関係
こそが、当社グループの揺るぎない事業基盤となっています。

歴史に裏打ちされた
揺るぎない信用力とプレゼンス

強み 02
　当社グループは、市場環境や社会構造の変化に柔軟に対応する「進
化適合」の精神のもと、従来の「量」から「質」を重視するビジネ
スモデルへの転換を推進しています。
　「省力化」テーマにおける耐火・耐震といった高機能建材の提案
や、「再エネ化」テーマにおける太陽光パネル・蓄電システム等な
ど、変化する時代の要請に即した戦略領域へ経営資源を傾注。持続
可能な社会の実現と高付加価値ビジネスの創出を両立させています。

時代の変化に応える「進化適合」と
戦略へのシフト

強み 03

ビジネスモデルを支える強み

商社のビジネスモデル類型

機能商社

当社グループのビジネスモデルがこれに当たる。お客様に
とって真に必要な機能・ソリューションを提供することで高
付加価値を創出し、結果として高い収益性を得る商社である。

付加価値の提供に注力した商社の類型

事業投資商社

投資先企業に対して、資金、人財、ノウハウなどの経営資源
の投入や事業再編等を実行することで、投資先企業の企業価
値の向上を行い、投資リターンを得る。

総合商社に多い類型

取引規模追求商社

きめ細かい全国販売網と営業力を活かし、取引商材・取引規
模の拡大を追求することで価格優位性を保ち利益を確保する。

商材の分野を限定した専門商社に多い類型
ゼネコン

住宅
メーカー

各種
メーカー

お客様
column

ニーズ

提案
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